
中央社全便陵医療協議会総会（賃99回） 議事次第  

平成19年2月28日（水）  

厚生労働省専用第18～20会議室  

○ 医療機器の保険適用について  

○ 議事規則の改正について  

○ その他   



l  

中医協  総 －1  

1 9． 2． 2 8  

1．医科  
新たな保険適用  区分A2（特定包括）（特定の診療報酬項目において包括的に評価さ  れている区分）保険適用開始年月日：平成19年2月1日   

農事鹿承認番専 ヱ′・二＝ 三   億険適用希望者 特定診療報酬算雇医療機器の区分   
218AABZXOOO46000  電子内視鏡EG－530NH   フゾノン株式会社   
218AABZXOOO86000  電子内視鏡EC－590WM2  

内視鏡  

218AABZXOO158000  超音波診断装置APuOXGSSA－790A   
内視鏡  

東芝メディカルシステムス■株式会社   超音波検査装置（Ⅱ）   

2柑A88ZXOO185000  EVISLUCERA上部消化管汎用ビデオスコープOLYMPUSGJFTYPEFQ260Z   オリンハロスメディカルシステムス■株式会社   
218A日BZXOO186000  EVISLUCERA上部消化管汎用［’デオスコづDoLYMPUSGIFTYPERQ260Z  

内視鏡  
内視鏡   

218ABBZXOO207000  EVISLUCERA大腸ヒ■デオスコー7．OLYMPUSCFTYPEQ260ZI  
218ACBZXOOO21000  デゾクルX線TVシステムZEXIRADREX－ZX80   

内視鏡  
東芝メディ加ルステムス、、株式会社   診断用X線装置   

218AHBZXOOO12000  ハロルスワンPMP－100   株式会社ウエーブソヤハウン  ハウルスオキシメータ   
218AHBZXOOO17000  ホ’ヶットSpO2モニタWEC－7201オキシハロルプチ   日本光電工業株式会社   ハpルスオキシメータ   

218AHBZXOOO2100O  心電計ECG－1250カルシオファツクスS  心電計（Ⅱ）   

218AIBZXOOO67000  AXIOMアーティスdMP   シールス旭メナィテック株式会社   診断用X線装置   

218AIBZXOOO69000  AXIOMアーティスdT  診断用X線装置   

219ABBZXOOOOlOOO  OESProハ℡－クティニアスネフロスコープ   オリンハbスメディカルシステムス■株式会社   内視鏡  



新たな保険適用 区分B（個別評価）（材料価格として個別に評価されている部分）保険適用開始年月日：平成19年2月1日  

u  準定鱒龍鱒分 
償還価格  

（円）  

20200BZZOO＝4000  メナイキットスーハ○－シース   東郷メナィキット株式会社   002ダイレーター   ￥2，950   

20600BZZOlO52000  マイクロニードルセルゾンが－キット  日本シャーウッド株式会社   021中心静脈用カテーテル（り標準型0）シングルルーメンイセルジンガー型  ￥2，130   
ZO800日ZYOOO30000  ODCハ■ィ折うシステム   秩式会社日本エム・ディ・エム   05e人工股関節用材料（2）大腿骨側材料＠人丁骨頭用イ／くイポーラカップ   ‡151，000   

株式会社佐多商会  058人工股関節用材料（2）大腿骨側材料①大腿骨ステム（Ⅰ）  ￥610．000   
21200日ZZOO404000  ウロテラルステント   株式会社ゲット■テック   036尿管ステントセット（2）外痍用①腎孟留置型イ異物付着防止型   ‡51，600   

21800BZYlO235000  オプティ加レフアイハ■－スコープ   大正医科器械株式会社   008血管内視鏡カテーテル   ￥160，000   

21800BZYlO246000  サーンス●静脈用カテーテル   テルモ株式会社   131体外循環用カニューレ（り送脱血カニューレ②シングル強化   ￥8，380  

131体外循環用カニューレ（り送脱血カニューレ④2段強化   ￥9．660   

21800BZYlO247000  エンスネアシステム   スーカ■ン株式会社   138血管内手術用カテーテル（8）血管内異物除去用カテーテルの細血管用   ￥121，000  

138血管内手術用カテーテル（8）血管内異物除去用カテーテル（診大血管用   ￥53，000   

21800BZYlO248000  uNEAGE⑧ホ’IJエチレンライナー   ライトメディ如いゾヤ八つン株式会社   058人工股関節用材料（り骨盤側材料③ライナー   ￥72．100   

21800日ZYlO250000  ハ●イオメットエルホ■－システムⅡ   ハ●ィオメットゾヤハ’ン株式会社   067人工肘関節用材料（2）尺骨側材料   ￥319，000   

21800BZYlO254000  LeFo止eシステム   株式会社プロシード   062固定用内副子（フレート）（9）その他のプレート①標準ア指骨、頭蓋骨、顔  
面骨、上下顎骨用jiメッシュ型   

061固定用内副子（スクリュー）（8）その他のスクリュー①標準型ア小型スク  ￥4，720   

リューく頭蓋骨・顔面・上下顎骨用）  

21800BZYlO256000  ソーラートータルエルボーシステム  日本ストライカ一株式会社  067人工肘関節用材料（1）上腕骨側材料  ￥366．000   
21800BZZlO137000  レキ■ユーム   株式会社ホリックス   079人工骨（2）専用型（9椎休園定用ア1椎体用   ￥216．000   

218AFBZXOOlO8000  リュッシュ気管チューフ’   東レメディ加一株武舎社   027気管内チューブ（りカフあり②カフ上部吸引機能なし   ￥1，320  

027気管内チューブ（2）カフなし   ￥794   

ニ封   



2．歯科  
新たな保険適用  日：平成19年2月1日  保 険適用開始  年月   価 されている区分）  お いて包括的に評  の 診療報酬項目に  区分A2（特定包括）（特定  

機器の  着用希望者  
株式会社ゾーシー  ナソヘキサゲラフⅡ  21800BZZOO327000   



中医協 総一  2. 
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中央社会保険医療協議会議事規則の改正について  

1．背景   

「中央社会保険医療協議会の新たな出発のために」（平成17年  

7月中医協の在り方に関する有識者会議）での指摘（※）を踏ま  
え、第164回通常国会において成立した「健康保険法等の一部  

を改正する法律」（平成18年法律第83号）において、中医協の議  

事の運営に関する事項については、政令で定めることとされた。   

そして、部会の設置や定足数等について定める「社会保険医療  

協議会令」（平成18年政令第373号）が制定E公布されたところ。  

（改正法、政令ともに本年3月1日施行）  

※「中央社会保険医療協議会の新たな出発のために」（抜粋）   

（平成17年7月20日中医協の在り方に関する有識者会議決定）  
「議事の公平性を確保する観点から、近時の立法例に倣い、議事手続の中   

心的な事項について、 政令で規定することを検討するべきである。」   

今般、 これらの改正法及び政令の施行に伴い、従来の議事規則  

についても、必要な見直しを行うもの。  

2．改正の主な内容   

従来議事規則に定められていた協議会の定足数、採決、部会委  
員等に関する規定について、政令に盛り込まれたことに伴い削除  

するほか、必要な規定の整理を行う。  

3．改正案文  

別紙1のとおり。  

参考資料の新旧対照条文は別紙2、参照条文は別紙3のとおり。  

4．施行期日  

平成18年3月1日   
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（別系氏1）  

中央社会保険医療協議会議事規則の改正について  

中央社会保険医療協議会議事規則の全部を、次のように改正する。  

中央社会保険医療協議会議事規則   

（協議会の招集）  

第．1条 会長は、社会保険医療協議会法（昭和25年法律第47号。   

以下「法」という。）第7条第2項に定める場合のほか、厚生労働   

大臣の求めがあったとき又は会長が必要と認めたときは、その日   

から2週間以内に、中央社会保険医療協議会（以下「協議会」と   

いう。）を招集するものとする。  
第2条 会長は、協議会を招集しようとするときは、あらかじめ期   

日、場所及び議案を委員及び専門委員に通知しなければならない。   

（代理者による意見の開陳）  

第3条 法第3条第1項第1号に掲げる委員及び同項第2号に掲げ   
る委員が、やむを得ない理由により出席できない場合には、会長   

の承認を得て、代理者に意見を述べさせることができる。   

（：会議の公開）  

第4条 協議会の会議は、公開とする。ただし、会長は、公開する   

ことにより公平かつ中立な審議に著しい支障を及ぼすおそれがあ   

ると認めるときその他正当な理由があると認めるときは、会議を   

非公開とすることができる。  

2 会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ず   

るなど必要な措置を執ることができる。   

こ発言）  

第5条 委畠及び専門委員が発言しようとするときは、会長の承認   

を得なければならない。  

第ei条 関係ある行政庁の職員が発言しようとするときは、会長の   
承認を得なければならない。   

（採決）  

第7条 会長が採決しようとするときは、その議題及び採決する旨  
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を宣しなければならない。  

第8条 採決の結果は、会長が宣しなければならない。  
第9条 議決事項について少数意見があり、かつ、4人以上の委員   

の要求があるときは、その少数意見を答申又は建議に付記するも   

のとする。  

第10条 委員は、やむを得ない理由により、議決前に退席しよう   
とする場合において、当該議題について賛否を明らかにした書面   

を会長に提出し、会長が会議に諮ってこれを受理したときは、当   
該議題の議決に加わることができる。   

（議事録）  

第11条 協議会における議事は、次の事項を含め、議事録に記載   

するものとする。   
一  

会議の日時及び場所   

二 出席した委員及び専門委員の氏名   

三 議事となった事項  

2 議事録は公開とする。ただし、会長は、公開することにより公   

平かつ中立な審議に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めると   

きその他正当な理由があると認めるときは、議事録の全部又は一   

部を非公開とすることができる。  

3 前項の規定により議事録の全部又は一部を非公開とする場合に   

は、会長は、非公開とした部分について議事要旨を作成し、これ   

を公開するものとする。   

（部会）  

第12条 協議会は、特に専門的事項を調査審議させるため必要が   

あるときは、その議決により、部会を置くことができる。  
2 第1条から前条までの規定は、部会について準用する。   

（小委員会）  

第13条 協議会は、特定の事項についてあらかじめ意見の調整を   

行なう必要があるときは、その議決により、小委員会を置くこと   

ができる。  

2 社会保険医療協議会令（平成18年政令第373号）第1条第   

2項から第6項まで並びに第2条第1項及び第2項の規定は、小   

委員会について準用する。  
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3′ 第1条から第11条までの規定は、小委員会について準用する。   

（薬価算定組織）  

第14条 協議会は、新薬の薬価算定等について調査審議するため   

必要があるときは、医学、歯学、薬学、医療経済学等に係る専門   

的知識を有する者により構成される薬価算定組織に意見を聴くこ   

とができる。   

（保険医療材料専門組織）  

第15条 協議会は、特定保険医療材料の保険適用について調査審   

議するため必要があるときは、医学、歯学、医療経済学等に係る   

専門的知識を有する者により構成される保険医療材料専門組織に   

意見を聴くことができる。   

：診療報酬調査専門組織）  

第16条 協議会は、診療報酬上の技術的課題について調査審議す   

る必要があるときには、医学、歯学、薬学、看護学、医療経済学   

等に係る専門的知識を有する者により構成される診療報酬調査専   

門組織に意見を聴くことができる。   

（補則）  

第17条 この規則に定めるもののほか、部会及び小委員会の議事   

運営並びに薬価算定組織、保険医療材料専門組織及び診療報酬調   

査専門組織に閲し必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。  

附 則  

この規則は、平成19年3月1日から施行する。  
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（別紙2）  

中央社会保険医療協議会議事規則改正（案） 新旧対照表  

改  正  案   現  行  

（協議会の招集）  

（改正せず）  第1条 会長は、社会保険医療協議会法（昭  

和25年法律第47号。以下「法」とい  

う。）第7条第2項に定める場合のほか、  

厚生労働大臣の求めがあったとき又は会  

長が必要と認めたときは、その日から2  

週間以内に、中央社会保険医療協議会（以  

下「協議会」という。）を招集するものと  

する。  

第2条会長は、協議会を招集しようとす                              第2条 会長は、協言義会を招集しようとす   

るときは、あらかじめ期日、場所及び議   るときは、あらかじめ期日、場所及び議   

案を委員及び専門委具に通知しなければ  

ならない。  

（代理者による意見の開陳）   （代理者による意見の開陳）   

第3条 法第3条第1項第1号に掲げる委  第3条 法第3条第1項第1号及び第2号   

員及び同項第2号に掲げる委員が、やむ  の委員が、やむを得ない理由により出席   

を得ない理由により出席できない場合に   できない場合には、会長の承認を得て、   

は、会長の承認を得て、代理者に意見を   代理者に意見を述べさせることができ   

述べさせることができる。  る。  

（定足数）  

（削る）  第4条 協議会は、法第3条第1項各号の   

【社会保険医療協議会令第2条第1項に移  委員ごとに、それぞれその3分の1以上   

行】  が出席し、かつ、その出席委員が同条第  

1項の委員の半数以上でなければ、会議  

を開き、議決を行うことができない。  

（会議の公開）  （議事）   

第4条 協議会の会議は、公開とする。た  第5条 会長は、必要があると認めるとき   

だし、会長は、公開することにより公平   は、協議会にはかって、会議を非公開と   

かつ中立な審議に著しい支障を及ぼすお  

それがあると認めるときその他正当な理  

由があると認めるときは、会議を非公開  

とすることができる。  

2会長は、会議における秩序の維持のた  

め、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措  

置を執ることができる。   
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（発言）  

簑旦条 委員が発言しようとするときは、   

会長の承認を得なければならない。   

蓋ユ墓 関係ある行政庁の職員が発言しよ   

うとするときは、会長の承認を得なけれ   

ばならない。  

（採決）  

置旦条 会長が採決しようとするときは、   

その議題及び採決する旨を宣しなければ   

ならない。  

第9条 議事は、と餌幕した委員の過半数を   

もって決し、可否同数のときは、会長の   

（発言）  

簑旦条 委員及び専門委員が発言しようと   

するときは、会長の承認を得なければな   

らない。  

茎旦会 関係ある行政庁の職員が発言しよ   

うとするときは、会長の承認を得なけれ   

ばならない。  

（採決）  

簑ヱ墓 会長が採決しようとするときは、   

その議題及び採決する旨を宣しなければ   

ならない。  

（削る）  

【社会保険医療協議会令第2条第2項に移  

行】  

簑旦条 採決の結果は、会長が宣しなけれ  

ばならない。   

茎旦急 議決事項について少数意見があ   

り、かつ、4人以上の委員の要求がある   

ときは、その少数意見を答申又は建議に   

付記するものとする。  

（退席後の議決への参加）  

茎ユ旦条 委員は、やむを得ない理由によ   

り、議決前に退席しようとする場合にお   

いて、当該議題について賛否を明らかに   

した書面を会長に提出し、会長が会議に   

塾ユニ⊆これを受理したときは、当該議題   

の議決に加わることができる。  

決すると与ろlこ皐る。  

筆」q条 採決の結果は、会長が宣しなけ   

ればならない。   

第11条 議決事項について少数意見があ   

り、かつ、4人以上の委員の要求がある   

ときは、その少数意見を答申又は建議に   

付記するものとする。  

（退席後の議決への参加）  

第1写条 委員は、やむを得ない理由によ   

り、議決前に退席しようとする場合にお   

いて、当該議題について賛否を明らかに   

した書面を会長に提出し、会長が会議に   

はかってこれを受理したときは、当該議   

題の議決に加わることができる。  

（章議の公開）  

第12条の2牒義は公開とす   
る。ナ＝だし、会長は、解こよ   

り公平かつ中立な審議に著しい支障を及  

（第4条へ移動）  

ぽすおそれがあると認めるときその他正  

当な理由があると認めるときは、会議を  

非年間とすることができる。  

2 会長は、会議における秩序の碓持のた  

め、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措  

置をとることができる。  

－6－   



（議事録）   （議事録）   

第11条 協議会における議事は、次の享  第13条 協議会における議事は、次の事   

項を含め、議事録に記載するものとする。  項を含め、議事録に記載するものとする。   

一 会議の日時及び場所   一 会議の日時及び場所   

ニ 出席した委員及び専門委員の氏名   二 出席した委員及び専門委員の氏名   

三 議事となった事項   三 議事となった事項   

2 議事録は公開とする。ただし、会長は、  2 議事録は公開とする。ただし、会長は、   

公開することにより公平かつ中立な審議  公開することにより公平かつ中立な審議   

に著しい支障を及ぼすおそれがあると認  に著しい支障を及ぼすおそれがあると認   

めるときその他正当な理由があると認め  めるときその他正当な理由があると認め   

るときは、議事録の全部又は一部を非公  るときは、議事録 

開とすることができる。   開とすることができる。   

3 前項の規定により議事録の全部又はd  3 前項の規定により議事録の全部又は－   

部を非公開とする場合には、会長は、非  部を非公開とする場合には、会長は、非   

公開とした部分について議事要旨を作成  公開とした部分について議事要旨を作成   

し、これを公開するものとする。  し、これを公開するものとする。  

（部会）  （部会）   

第12条 協議会は、特に専門的事項を調  第14条 協議会は、特に専門的事項を調   

査審議させるため必要があるときは、そ   査審議させるため必要があるときは、そ   

の議決により、部会を置くことができる。   の議決により、部会を置くことができる。   

2 第1条から前条までの規定は、部会に  2 部会に属すべき委員及び専門委員は、   

ついて準用する。   会長が協議会にはかって指名する。   

（3～5 削る）   3 部会に部会長を置く。部会長は、その   

【社会保険医療協議会令第1条第2項から  部会に属する委員のうちから、会長が指   

第6項までに移行】  名する。  

4 部会長は、部会の事務を総理する。  

5 部会長に事故があるときは、その部会  

に属する委員のうち部会長の指名する委  

員がその職務を代行する。  

（小委員会）  （小委員会）   

第13条 協議会は、特定の事項について  第15条 協議会は、特定の事項について   

あらかじめ意見の調整を行なう必要があ   あらかじめ意見の調整を行なう必要があ   

るときは、その議決により、小委員会を   るときは、その議決により、小委員会を   

置くことができる。   置くことができる。   

2 社会保険医療協議会令（平成18年政  2 小委員会に属すべき委員及び専門委員   

令第373号）第1条第2項から第6項  は、会長が協議会にはかって指名する。   

まで並びに第2条第1項及び第2項の規  3 前項の場合において、法第3条第1項   

定は、小委員会について準用する。   第1号及び第2号の委員は、それぞれ同   

3 第1条から第11条までの規定は、小  数でなければならない。   

委員会について準用する。   4 前条第3項から第5項までの規定は、   
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小委員会について準用する。  

第16条 削除   （削る）  

（薬価算定組織）  

第14条 協議会は、新薬の薬価算定等に   

ついて調査審議するため必要があるとき   

は、医学、歯学、薬学、医療経済学等に   

係る専門的知識を有する者により構成さ   

れる薬価算定組織に意見を聴くことがで   

きる。  

（保険医療材料専門組織）  

第15条 協議会は、特定保険医療材料の   

保険適用について調査審議するため必要   

があるときは、医学、歯学、医療経済学   

等に係る専門的知識を有する者により構   

成される保険医療材料専門組織に意見を   

聴くことができる。  

（診療報酬調査専門組織）  

（薬価算定組織）  

第17∴条 協議会は、新薬の薬価算定等に   

ついて調査審議するため必要があるとき   

は、医学、歯学、薬学、医療経済学等に   

係る専門的知識を有する者により構成さ   

れる薬価算定組織に意見を聴くことがで   

きる。  

（保険医療材料専門組織）  

簑」8条 協議会は、特定保険医療材料の   

保険適用について調査審議するため必要   

があるときは、医学、歯学、医療経済学   

等に係る専門的知識を有する者により構   

成される保険医療材料専門組織に意見を   

聴くことができる。  

（診療報酬調査専門組織）  

第19条 協議会は、診療報酬上の技術的   
課題について調査審議する必要があると   

きには、医学、歯学、薬学、看護学、医   

療経済学等に係る専門的知識を有する者   

により構成される診療報酬調査専門組織   

に意見を聴くことができる。  

l：庶務）  

第20条 協議会並びに部会、小委員会の   

庶務は、厚生労働省保険局医療課におい  

協議会は、診療報酬上の技術的  

課題について調査審議する必要があると  

きには、医学、歯学、薬学、看護学、医  

療経済学等に係る専門的知識を有する者  

により構成される診療報酬調査専門組織  

に意見を聴くことができる。  

（削る：）  

【社会保険医療協議会令第4条に移行】   

て処理する。   

（補則）  

簑1ヱ急 この規則に定めるもののほか、   

部会及び小委員会の議事運営並びに塞塵   

量星組織、保険医療材料専門組織及び診   

塵塵酬調査専門組織た閲し必要な事項   

は、会長が協議会に諮って定める。  

（補則）  

第21∴条 この規則に定めるもののほか、   
協議会並びド部会及び小委員会の議事運   

営並びに高度先進医療専門家会議、薬価   

算定組織及び保険医療材料専門組織に関   

し必要な事項は、会長が協議会に埴生ヱ   

て定める。   
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（別紙3）  
条 ：更  参 照  

○ 社会保険医療協議会法（昭和二十五年法律第四十七号）   

（設置）  

第一条 厚生労働省に、中央社会保険医療協議会（以下「中央協議会」という。）   

を置く。  

2 各地方社会保険事務局に、地方社会保険医療協議会（以下「地方協議会」とい   

う。）を置く。  

（所掌事務）  

第二条 中央協議会は、次に掲げる事項について、厚生労働大臣の諮問に応じて審   

議し．、及び文書をもって答申するほか、自ら厚生労働大臣に、文書をもって建議   

することができる。   

血 健康保険法（大正十岬年法律第七十号：′ 第七十六条第二項の規定による定め、  

同法第八十五条第二項の規定による基準、同法第八十五条のこ第二項の規定  

による基準、同法第八十六条第二項第一号の規定による定め及び船員保険法  

（昭和十四年法律第七十三号）第二十八条ノ四第二項の規定による定めに関  

する事項   

二 健康保険法第八十八条第四項の規定による定めに関する事項   

三 健康保険法第六十三条第二項第三号及び第四号の規定による定め（同項第三  

号に規定する高度の医療技術に係るものを除く。）、同法第七十条第一項及び  

第七十二条第一項の規定による厚生労働省令、同法第九十二条第二項の規定  

による基準（指定訪問看護の取扱いに関する部分に限る。）、船員保険法第二  

十八条ノニ第二項の規定による厚生労働省令、同法第二十九条ノ四第十項の  

規定による厚生労働省令、国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二  

号）第四十条第二項の規定による厚生労働省令並びに同法第五十四条め二第  

十項の規定による厚生労働省令に関する事項  

2 地方協議会は、保険医療機関及び保険薬局の指定及び指定の取消し並びに保険   

医及び保険薬剤師の登録の取消しについて、厚生労働大臣の諮問に応じて審議し、   

及び文書をもって答申するほか、自ら厚生労働大臣に、文書をもって建議するこ   

とができる。   

（組織）  

第三条 中央協議会又は地方協議会は、それぞれ、次に掲げる委員二十人をもって   

組織する。   

－ 健康保険、船員保険及び国民健康保険の保険者並びに被保険者、事業主及び  

船舶所有者を代表する委員  七人   

二 医師、歯科医師及び薬剤師を代表する委員  七人   

三 公益を代表する委員  六人  

2 厚生労働大臣は、それぞれ中央協議会又は地方協議会において専門の事項を審   

議するため必要があると認めるときは、その都度、各十人以内の専門委員を置く   

ことができる。  

3 委員及び専門委員は、厚生労働大臣が任命する。  

4 厚生労働大臣は、第一項第一号に掲げる委員の任命に当たっては医療に要する  
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費用を支払う者の立場を適切に代表し得ると認められる者の意見に、第一項第二   

号に掲げる委員の任命に当たっては地域医療の担い手の立場を適切に代表し得る   

と認めら礼る者の意見に、それぞれ配慮するものとする。  
5 中央協議会の公益を代表する委員の任命については、両議院の同意を得なけれ   

ばならない。  

6 前項の場合において、国会の閉会又は衆議院の解散のために両議院の同意を得   
ることができないときは、厚生労働大臣は、同項の規定にかかわらず、同項に規   

定する委員を任命することができる。  
7 前項の場合においては、任命後最初の国会で両議院の承認を得なければならな   

い。この場合において、両議院の承認を得られないときは、厚生労働大臣は、直   

ちにその委員を罷免しなければならない。  

8 厚生労働大臣は、第五項に規定する委員が心身の故障のため職務の執行ができ   
ないと認める場合又は同項に規定する委員に職務上の義務違反その他委員たるに   

適しない非行があると認める場合においては、両議院の同意を得て、これを罷免   
することができる。  

9 委員及び専門委員は、非常勤とする。   

第四条 委員の任期は、ニ年とし、一年ごとに、その半数を任命する。  

2 委員に欠員を生じたとき新たに任命された委員の任期は、前任者の残任期間と   
する。  

3 専門委員は、当該専門の事項に関する審議が終了したときは、解任されるもの   
とする。   

第五条 中央協議会及び地方協議会に、それぞれ、公益を代表する委員のうちから   

委員の選挙した会長一人を置く。  

2 会長は、会務を総理し、それぞれ、中央協議会又は地方協議会を代表する。  
3 会長に事改があるときは、第一項の規定に準じて選挙された委員が、その職務   

を代行する。  

（会議）  

第六条 中央協議会及び地方協議会は、正当な理由がある場合を除いては、六月に   

一回以上開かなければならない。   

第七条 中央協議会及び地方協議会は、それぞれ、会長が招集する。  

2 会長は、厚生労働大臣の諮問があったとき、又は委員の半数以上が審議すべき   

事項を示して招集を請求したときは、その諮問又は請求の日から、二週間以内に、   

それぞれ、中央協議会又は地方協議会を招集しなければならない。   

第八条 中央協議会の公益を代表する委員は、会議の日程及び議題その他の中央協   

議会の運営に関する事項について協議を行い、中央協議会の第三条第一項第一号   

及び第二号に掲げる委員は、その協議の結果を尊重するものとする。  

2 中央協議会が、第二条第一項第一号又は第二号に掲げる事項に係る答申文は建   

議を行う場合には、あらかじめ中央協議会の公益を代表する委員が当該事項の実   

施の状況について検証を行い、その結果を公表するものとする。  

－10－   2  



（雑則）  

第九条 この法律に定めるもののほか、議書の手続 その他中央協議会又は地方協言義   

会の運営に閲し必要な事項は、政令で定める。  

○ 社会保険医療協議会令（平成18年政令第373号）  

（部会こ）  

第一条 中央社会保険医療協言蓋会（以下「中央協議会」という。）及び地方社会保   

険医療協議会（以下「地方協議会」という。）は、その定めるところにより、部   

会を置くことができる。  

2 部会に属すべき委員及び専門委員は、中央協言義会又は地方協議会の承認を経て、   

それぞれ、会長が指名する。  
一   3 前項の委員のうち、社会保険医療協議会法（以下「法」という。）第三条第   

項第一号に掲げるもの及び同項第二号に掲げるものは、各同数とする。  

4 部会に部会長を置き、当該部会に属する公益を代表する委員のうちから、当該   

部会に属する委員が選挙する。  

5 部会長は、当該部会の事務を掌理する。  

6 部会長に事故があるときは、当該部会に属する公益を代表する委員のうちから   

部会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。  

7 地方協議会は、その定めるところにより、部会の議決をもって地方協議会の議   

決とすることができる。   

（議事）  

一 
第二条 中央協議会及び地方協議会は、委員の半数以上で、かつ、法第三条第項   

各号に掲げる委員の各三分の一以上が出席しなければ、会議を開き、議決するこ   

とができない。  

2 中央協議会及び地方協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数   

のときは、会長の決するところによる。  

3 前二項の規定は、部会の議事に準用する。   

（資料の提出等の協力）  

第三条 中央協議会又は地方協議会は、その所革事務を遂行するため必要があると   

認めるときは、関係行政機関の長に対し、資料の提出、意見の表明、説明その他   

必要な協力を求めることができる。   

（庶務）  

第四条 中央協議会の庶務は、厚生労働省保険局医療課において処理する。  

2 地方協議会の庶務は、当該地方協議会が置かれる地方社会保険事務局において   

処理する。   

（雑則）  

第五条 この政令に定めるもののほか、議事の手続その他中央協議会又は地方協議   

会の運営に関し必要な事項は、それぞれ、会長が中央協議会又は地方協議会に諮   

って定める。  
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